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2011年1月以降の取組み

2011年1月 経営改善計画発表2011年1月 経営改善計画発表

<LED事業を基幹事業とする業態転換(=半導体事業の一時凍結)> 

2011年2月〜6月 2011年6月30日
• 資金繰り維持
• 財務基盤拡充
• 債務超過転落リスク回避
• 大口顧客開拓

2011年6月30日
NR投資事業組合による増資引受

2011年8月1日
株価回復：時価総額基準の

上場廃止猶予期間解除

2012年7月 GC注記の解消

継続企業の前提に関する疑義(GC)の注記を解消

大口顧客開拓
→大手家電量販店の新店LED照明化受注

上場廃止猶予期間解除

合併等による実質的存続性にかかる猶予
期間解除に向けた準備継続企業の前提に関する疑義(GC)の注記を解消 期間解除に向けた準備

2013年6月 GC注記

2013年6月期で再び経常損失が発生したため
収益の改善、財務面の強化が急務となり、

2013年6月期で再び経常損失が発生したため、
継続企業の前提に関する疑義(GC)が生じる

事業提携先、新株行使及び第三者割当増
資の引受先の検討（模索）

2014年2月末 時価総額
中期経営計画の策定

2014年2月末に上場時価総額が所要額（1.8億
円）未満となる

中期経営計画の策定
新株予約権の当事業年度内での行使、
新たな提携先、収益基盤の拡充を図る

2014年5月14日 新株予約権
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2014年5月14日 新株予約権

新株予約権の強制行使条件が満たされる 2014年6月13日までに新株予約権行使



当社の現状の課題

収益基盤 拡充と安定的な収益体質 確立

① 主力製品の単価下落と粗利率の低下を見越しての環境関連事業での収益基盤の多様化と拡大
・ 顧客基盤の拡大（主要仕入れ先および提携先との連携強化）
・ 新規商材の獲得（太陽光パネル等の早期事業化）

収益基盤の拡充と安定的な収益体質の確立1

新規商材の獲得（太陽光パネル等の早期事業化）

② 一般販売管理費の削減
・ さらなる人員体制の見直しとコスト管理の徹底

③ 新規事業への取組の本格化 当社提携先の協力を得ながらの自動車関連事業参入検討等

① NR投資事業組合の保有している新株予約権利行使の要請→5月14日強制行使条件が満たされる

財務基盤の拡充と資金調達力の確立2

① 投資事業 保有 新株 約権利 使 要請 強制 使条件 満

② 安定的な運転資金の調達のための借入枠の要請

③ 増資も含めた提携先、支援先の模索の検討

当社株式は、LED関連事業への転換を図る過程で発生した実質的存続性喪失に伴い、今期の有価証券報告書
提出後8営業日までに上場再審査に入るための猶予期間にあります

合弁等による実質的存在性に係わる猶予期間の解除3

提出後8営業日までに上場再審査に入るための猶予期間にあります。
当社株式の上場維持の為には①上場再審査の申請時での収益基盤の確立、②上場再審査に際して提出が義務
付けられている「確認書」の提出を了解する証券会社の選任を行って、上場再審査の申請を行い、名古屋証
券取引所の承認を得ることが必要です。
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継続中の施策

継続中の施策

・提携先や取引先を通じた顧客開拓チャネルの拡充を図る。
付随工事の取り込みなど顧客対応力の強化による収益の上積み施策を実施

継続中の施策

収益基盤の拡充1

・付随工事の取り込みなど顧客対応力の強化による収益の上積み施策を実施。
・新規仕入先の開拓による価格ニーズにあった提案を推進し、利益の改善を図る。
・競合の少ない新たな商品群のマーケットを開拓し、ニーズにあった商品を仕入先と共同開発し、ニッチな

マーケットでの知名度アップを図る。
太陽光パネル販売の本格的な事業化を目指す・太陽光パネル販売の本格的な事業化を目指す。

・新たな市場開拓と同時に、同業他社を問わずタッグを組み、双方の強みを伸ばせる提携先の模索する。

新規事業開発2

・提携先の協力を得ながら、自動車修理工場や鈑金工場向の販売管理ソフトの販売、車両販売支援の業務提携、
自動車周辺商品の販売等の自動車関連事業への参入の検討。

財務基盤の強化と資金繰りの安定化3

・筆頭株主であるNR投資事業組合に対し、すでに付与している新株予約権の当事業年度内での行使の要請
→本年5月14日、強制行使条件が満たされる

・取引金融機関との関係正常化に向け、交渉を再開するとともに、必要資金の借入の交渉。
新たな提携先 支援先を早急に模索し 第三者割当等による資金調達を実行する事で資金繰りの安定化を図る

財務基盤の強化と資金繰りの安定化3

・新たな提携先、支援先を早急に模索し、第三者割当等による資金調達を実行する事で資金繰りの安定化を図る。

これらの施策は実行途上にあり、現時点においては、収益基盤の拡充、債務超過の解消に至っておらず、
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継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ、上場再申請に必要な確認書を提出するための主幹事証券会
社との契約には至っておりません



2014年6月期（見込み含む）総括

《重点課題の取組み》《重点課題の取組み》
①新規得意先並びに新業態得意先の開拓
・既存顧客への営業活動
・新規顧客開拓及び入札案件への積極的な営業活動
・環境商材拡充を目的とした太陽光パネルを含めたその他環境関連商材の販売

→市場競争激化に伴う単価下落の影響、新規顧客開拓の遅れ及び入札案件の獲得不振
→太陽光パネル及び環境関連の販売では，大幅な売上獲得に至らず、継続して販路を開拓中であります。

②経費の削減
・業務委託者の料金等が含まれる支払手数料、顧問料、地代家賃、旅費交通費等経費全般の見直し
→今期は、前年度より経費総額で30百万円の削減となる見込みであります。

しかしながら、大口顧客の継続的な受注案件がなく、単発での受注に終始した傾向がみられ、LED照明市場で
の競合が激化、価格競争も相まって収益を圧迫、結果として利益の確保には至らなかった。

《業績見込み》 （単位百万円）

期中修正見込み 着地見込み 計画比

売上高 320 337 105.3%

営業利益 △61 △58 -

経常利益 △61 △58 -

当期純利益 △61 △61
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当期純利益 △61 △61 -
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LED照明市場について

新成長戦略とエネルギー基本計画

• 「新成長戦略（基本方針）」で、2020年までのLEDや有機ELなどの次世代照明の100%化の実現の方針が示
されるされる。

• 「新成長戦略」「エネルギー基本計画」で、グリーン・イノベーションによる環境・エネルギー大国戦略の柱
の一つとして、高効率 次世代照明（LED照明、有機EL照明）2020年までにフローで100%、2030年まで
にストックで100%普及させる目標を掲げる。% 標 掲 。

• 「日本再生戦略」では、2020年までに、公的設備・施設のLED等、高効率照明の導入率100%達成の方針が
示される。

• 我が国では、性能の向上と価格低下によって、まずLED電球から市場が拡大。さらに、その動きを追うように
LED照明器具 市場が拡大している 特に 数年間で LED照明は省 ネ志向 ため チな照明からLED照明器具の市場が拡大している。特にこの数年間で、LED照明は省エネ志向のためのニッチな照明から、
照明市場のメインストリームとなった。

• LED照明への好調な需要が続いている一方、製品寿命が長いというLED照明の利点を踏まえると、中長期的に
は国内市場は縮小していくことが想定される。は国内市場は縮小して く とが想定される。

• 今後、基本機能面での競争激化とともに、ブランド性やシステム機能面での競争がより早期に生じる可能性が
ある。

（経済産業省 資料より抜粋）

市場動向

• 大手ナショナルブランドメーカーの商品ラインナップの拡充、量産体制での低価格化により、価格競争の激化
が進んでおります。また、個人向けから法人向けへのシフトも進み、器具一体型の蛍光管タイプLEDは大手2
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が進んでおります。また、個人向けから法人向けへのシフトも進み、器具 体型の蛍光管タイプLEDは大手2
社を筆頭に実績を拡大しており、LED市場はますます厳しさを増しつつあります。



環境関連事業の取組み

2015年6月期2014年6月期
2016年6月期

＆以降
商品群 主な商品

商品カテゴリ別の
集中企画実施

大型案件の減少
新規顧客の開拓の遅

れ
継続的な収益の柱へ

既存
LED照明

蛍光管型
高所照明

屋外照明等

1〜2施設への導入テスト設置終了
地方施設への

設置開始
特殊

LED照明
特殊

高度照明灯

受注すべく
さらなる営業活動

受注は見込めるも
事業化までに至って

いない
実績を基に事業化

太陽光
パネル

太陽光パネル
及び周辺機器

販売開始
商品開発
参入準備

拡販
植物栽培
用LED

LEDを活用した
植物育成

いない

準成

拡販に向けた
本格的な営業活動

大手代理店との販売
戦略擦り合わせ済み

収益の柱へ
ファスター
バスター

二酸化塩素による
除菌 消臭
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本格的な営業活動戦略擦り合わせ済みバスタ 除菌、消臭



既存LED照明の取組み

2015年6月期2014年6月期
2016年6月期

＆以降
LED照明
商品群

主なターゲット先

商品カテゴリ別の
集中企画実施

商品ラインナップの
拡充を図る

継続的な収益の柱へ
蛍光管・
ベース型

店舗、事務所等
蛍光管の代替え

商品カテゴリ別の
集中企画実施

水銀灯代替え商品の
充実を図る

継続的な収益の柱へ
高所照明
高天井灯

工場・倉庫等の
水銀灯代替え

商品カテゴリ別の
集中企画実施

大型施設への提案 継続的な収益の柱へ屋外照明
屋外施設の

投光器、看板灯等

過去実績を基に拡販
道路灯
防犯灯
公園灯

自治体中心
地元電気業者と連携・協力しての受注活動

実績を基に近郊の都市、周辺町への普及・拡販

公園灯
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新規取扱商品

《主な商品》

新規取扱商品

• 商品名：ファスターバスター

• 商品特徴：二酸化塩素分子が、ウイルスや殺菌、真菌が有する
タンパク質に対し、細胞の活動及び細胞内での活動
を阻害し死滅させ、除菌・殺菌効果、カビの抑制に
効果を発揮

• 使用用途：ウイルス対策、衛生管理全般、食品衛生使用用途：ウイルス対策、衛生管理全般、食品衛生

• 主要アイテム：ゲル状タイプ、液体、粉末タイプ、噴霧器など

• 市場規模：1000億円以上

ターゲット先

ノロ・インフルエンザ対策、病院内の院内感染対策、温浴施設等のレジオネラ菌対策、食品加工場
等の衛生管理対策等と使用用途は広い

• 主なターゲット先：病院、医療関係／介護施設／ホテル宿泊施設／食品加工工場／飲食店／学校、幼稚園等／
交通機関／スポーツジム／オフィース／一般家庭 等々

• 提案内容によって、市場規模、販路は拡大傾向

売上貢献度

• 本商品は消耗品であり、リピート率が高く、客先が継続して使用することで、安定的な収益が見込める商品
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本商品は消耗品であり、リピ ト率が高く、客先が継続して使用することで、安定的な収益が見込める商品



新規開発商品

植物栽培用LED

《LEDによる植物栽培の特徴》

• 照明器具としての取扱ではなく、新分野と位置付け

• 栽培、育成の光源をLEDにする事により、天候の気候や環境の変化に左右されず、植物を育成、栽培する事
が可能

• 植物の育成に必要な光波長を効率良く、さらに省電力でまかなえる

• LEDを使用するため、虫も近寄らず防虫対策で農薬を使用する必要がない

• 屋外での栽培ではなく、室内での栽培・育成が可能とくに水耕栽培に向いている

• 水耕栽培により比較的手間がかからない

売上見込み

• 初年度として、植物栽培企業向け販売売上：約2.8億円初年度として、植物栽培企業向け販売売上 約2.8億円

将来的展望将来的展望

• 協同で取組んでいる、開発先、メーカーと連携し、商業施設への植物栽培用としてLEDを販売

• 大規模施設への売り込み

• 飲食店等に自給栽培のための販売
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飲食店等に自給栽培のための販売

• 植物育成セットとして一般家庭への販売



財務基盤の取組み

2015年6月期2014年6月期
2016年6月期

＆以降
項 目

今期中の行使
（6月13日まで）

新株
予約権

NR投資事業組合

提携等による増資
候補はあったが
締結に至らず

事業拡大のための
増資

第三者
割当増資

新規事業、新分野へ
の進出のため

借入枠の交渉
安定経営のための

借入枠の設定
金融関係

安定的な資金調達
として

収支は黒字
月々の波があり

やや不安定

マイナス予測
財務全般は不安定

黒字化により
安定経営

収益
財務基盤

収益
財務基盤

営業利益
経常利益
営業利益
経常利益
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修正収支計画

2014年6月期 2015年6月期 2016年6月期

実績見込 構成比 計画 構成比 計画 構成比

337 100% 774 100% 900 100%売上高

項目

2014年6月期

見込み

2015年6月期

計画

2016年6月期

計画

337 100% 774 100% 900 100%

既存LED照明 274 81% 288 37% 256 28%

特殊LED照明 67 9% 144 16%

植物栽培LED ー - 283 37% 320 36%

太陽光 53 16% 85 11% 100 11%

売上高

太陽光 53 16% 85 11% 100 11%

ファスターバスタ 2 1% 50 6% 80 9%

その他 8 2% 1 0% - -

63 19% 105 14% 140 16%売上総利益

△58 - 3 0.4% 30 3%

△58 - 3 0.4% 30 3%

営業利益

経常利益

△61 - 2 0.3% 30 3%税引前損益
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会社概要

・社名 株式会社ノア (名証セントレックス上場：証券コード3383)

・設立 2001年2月16日・設立 2001年2月16日

・資本金 211,548,195円 （2013年6月30日現在）

・社員数 7名（2013年6月30日現在）

・役員 代表取締役社長 脇沢 光義・役員 代表取締役社長 脇沢 光義

取締役 奈良 正敏

社外取締役 有賀 博之

社外取締役 狩野 謙太郎社外取締役 狩野 謙太郎

監査役 矢島 浩二

社外監査役 中 紀人

社外監査役 伊藤 知社外監査役 伊藤 知

・事業内容 LED照明機器商品・部品等の販売、据付並びにメンテナンス

環境関連商品の販売、据付並びにメンテナンス

・取引銀行 りそな銀行 東京中央支店

井住友銀行 恵比寿支店三井住友銀行 恵比寿支店

三菱東京UFJ銀行 恵比寿支店
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